
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目黒信用金庫の 

経営内容報告書 

令和３年９月 



■業 績 等 の 状 況 

１．預金貸出金の状況 

 令和３年３月末 令和３年９月末 対３月比 

預金残高 １８７，０９２ １８９，７６１ （１０１．４２％） 

貸出金残高 １０１，１０１ １０１，２１２ （１００．１１％） 

定期積金残高 ２１，４７３ ２１，５３７ （１００．２９％） 

定期積金契約高 ４８，０７７ ４８，２２３ （１００．３０％） 

【解説】令和３年９月期の預金貸出金の状況は、地元中心の狭域高密度の営業展開をする中で、皆様の

ご信認をいただき、預金・貸出金とも増加いたしました。預金残高は、前期末（令和３年３月末）

と比べ２，６６９百万円増加いたしました。貸出金残高につきましては、前期末（同）と比べ１

１１百万円増加いたしました。 

    定期積金につきましては、当金庫の主力商品である「アタック１００万円積金」を中心とした

営業活動を継続しております。定期積金の状況につきましては、残高は前期末（同）と比べ６４

百万円増加し、契約高は１４５百万円増加いたしました。総預金に対する定期積金の契約額、残

高の割合である契約高比率（２５.４１％）および残高比率（１１.３４％）は、全国の信用金庫

の中で、ともに第１位となっております。 

 

２．預金人格別残高の状況 

 令和３年３月末  令和３年９月末 対３月比 

個人 １４７，４７０ １４８，９８９ （１０１．０２％） 

法人 ３９，６２１ ４０，７７１ （１０２．９０％） 

 一般法人 ２９，１６１ ２８，６３０ （９８．１７％） 

 金融機関 ２，４２９ ３，５１２ （１４４．５６％） 

 公金 １，６１１ １，８６６ （１１５．７７％） 

 非課税 ５，００５ ５，２６２ （１０５．１４％） 

 任意団体 １，４１３ １，５００ （１０６．１３％） 

合計 １８７，０９２ １８９，７６１ （１０１．４２％） 

【解説】令和３年９月期の人格別預金残高につきましては、個人取引層中心に当金庫メイン商品である

「アタック１００万円積金」や年金相談を推進しており、個人預金が前期末（令和３年３月末）

と比べ１,５１８百万円増加いたしました。また、法人預金につきましても１，１５０百万円増加

いたしました。 

 

３．損益の状況 

 令和２年４月～９月 令和３年４月～９月 

経常収益 １，１９６ １，１９６ 

業務純益 １３６ １６８ 

実質業務純益 １３６ １６８ 

コア業務純益 ９６ １６８ 

コア業務純益（除く投資信託解約損益） ９６ １６８ 

経常利益 １２７ １７０ 

当期純利益（税引き前） １２７ １７０ 

【解説】令和３年９月期の損益状況につきましては、地元中心の貸出金が順調に増加し、不良債権の発

生もなかったことから、引き続き安定した収益を確保する事が出来ました。 

 

 

 

 

(単位：百万円) 

(単位：百万円) 

(単位：百万円) 



■預金積金残高               ■ 貸出金残高 

      

４．貸出金業種別残高 

【解説】当金庫の貸出金は、都市型金融機関として農林漁業・鉱業等を除きほぼ全業種にわたっており、

貸出金構成の上位から、「個人」「不動産業」「卸売業・小売業」「建設業」「飲食業」「製造業」等の順と

なっております。融資先につきましては、そのほとんどが地元先で、個人のお客様中心の構成となって

おります。また、「不動産業」につきましても、投機目的の貸出は一切なく、主に個人の方の地元におけ

る不動産賃貸業向けが中心となっております。 

 

 

業 種 別 令和３年３月末  令和３年９月末 対３月比 

製造業 ４，０５０ ３，９２７ (96.96%) 

農業・林業 － － － 

漁業 － － － 

鉱業・採石業・砂利採取業 － － － 

建設業 ５，１７３ ５，５２５ (106.80%)  

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － 

情報通信業 ３３１ ３４３ (103.62%) 

運輸業・郵便業 １，４００ １，３７７ (98.35%) 

卸売業・小売業 ８，３７８ ８，２２６ (98.18%) 

金融業・保険業 ３５０ ３７１ (106.00%) 

不動産業 ３１，７７７ ３２，７２１ (102.97%) 

物品賃貸業 １３１ １３０ (99.23%) 

学術研究・専門・技術サービス業 ３，２９８ ３，６２７ (109.97%) 

宿泊業 ２７ ２５ (92.59%) 

飲食業 ４，３４７ ４，２９９ (98.89%) 

生活関連サービス業・娯楽業 １，５７０ １，４７１ (93.69%) 

教育・学習支援業 ６３６ ６７６ (106.28%) 

医療・福祉 ２，２５９ ２，２０７ (97.69%) 

その他のサービス ２，５９０ ２，４０４ (92.81%) 

小計 ６６，３２４ ６７，３３６ (101.52%) 

地方公共団体 － － － 

個人（住宅・消費・納税資金等） ３４，７７６ ３３，８７６ (97.41%) 

合計 １０１，１０１ １０１，２１２ (100.10%) 

(単位：百万円) 



■自己資本比率 

1.自己資本比率（単体自己資本比率）  

年  度 自己資本比率 自己資本額 

令和 ２年９月末 １０．６０％ １０，７３０ 

令和 ３年３月末 １０．９８％ １０，９０５ 

令和 ３年９月末 １０．９４％ １１，０２３ 

【解説】自己資本額につきましては、順調に利益が確保されたことにより１１，０２３百万円となり、

引き続き充実した内容を維持することができました。自己資本比率は、１０.９４％と国内基準

（４％）を大幅に上回っており、引き続き高い水準を維持しております。 

２．自己資本内訳  

【解説】当金庫のコア資本（注１）の基礎項目は、その大部分が今までの利益の積み重ねによる利益剰余金

（１０６億）で占められており、みなさまからの出資金以外で基礎項目に算入されるものは一

般貸倒引当金のみで、自己資本の内容についてもご安心いただけます。 

  （注１）コア資本とは、営業上の損失に備えた、損失吸収力の高い普通出資や内部留保を中心とした質

の高い資本です。 

    

   

項  目 

自己資本及び 

リスク・アセット等の額 

コ

ア

資

本

に

係

る

基

礎

項

目 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 １１，２３５ 

 うち、出資金及び資本剰余金の額 ５７７ 

うち、利益剰余金の額 １０，６５７ 

うち、上記以外に該当するものの額 ▲０ 

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 ６ 

 うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 ６ 

コア資本に係る基礎項目の額(イ) １１，２４１ 

コ

ア

資

本 

に

係

る 

調

整

項

目

 

無形固定資産(モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除

く。)の額の合計額 

９１ 

 うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係

るもの以外の額 

９１ 

前払年金費用の額 １２５ 

信用金庫連合会の対象普通出資等の額 ― 

コア資本に係る調整項目の額(ロ) ２１７ 

自己資本の額((イ)-(ロ))   (ハ) １１，０２３ 

リ

ス

ク

・ 

ア

セ

勏

ト

等 

信用リスク・アセットの額の合計額 ９６，６４９ 

 

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される

額の合計額 

 ０ 

  うち、他の金融機関等向けエクスポージャー ０ 

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して

得た金額 

４，１０３ 

リスク・アセット等の額の合計額(二) １００，７５２ 

自己資本比率((ハ)/(二)) １０．９４％ 

(単位：百万円) 

(単位：百万円) 



 

 

３．自己資本の充実度に関する事項 

項      目 リスク・アセット 所要自己資本額 

イ.信用リスク・アセット、所要自己資本の額の合計 ９６，６４９ ３，８６５ 

 

標準的手法が適用されるポートフォリオごと

のエクスポージャー 

９４，９３０ ３，７９７ 

 

地方公共団体金融機構向け ６７１ ２６ 

我が国の政府関係機関向け ９２４ ３６ 

地方三公社向け ３５ １ 

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け １２，２５６ ４９０ 

法人等向け ９，０９６ ３６３ 

中小企業等向け及び個人向け ９，５１５ ３８０ 

抵当権付住宅ローン ４，２４５ １６９ 

不動産取得等事業向け ４６，２０３ １，８４８ 

３カ月以上延滞等 ３３ １ 

取立未済手形 ９ ０ 

信用保証協会等による保証付 ４７３ １８ 

出資等 ６５１ ２６ 

上記以外 １０，８１３ ４３２ 

証券化エクスポージャー － － 

リスク・ウエイトのみなし計算が適用される

エクスポージャー 

１，７１８ ６８ 

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエ

クスポージャーに係る経過措置によりリス

ク・アセットの額に算入されなかったものの

額 

０ ０ 

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計を

８％で除して得た額 

４，１０３ １６４ 

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） １００，７５２ ４，０３０ 

(注)１．所要自己資本の額＝リスクアセット×４％ 

２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引

及び派生商品取引の与信相当額のことです。 

３．オペレーショナル・リスクについて、当金庫は基礎的手法を採用しています。 

＜オペレーショナル・リスク(基礎的手法)の算定方法＞ 

粗利益(直近３年間のうち正の値の合計額)×１５％ 

直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数 

４．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％ 

５．「３カ月以上延滞等」とは元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３カ月以上延滞してい

る債務者に係わるエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び中央銀行向け」から「法人等向

け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスクウエイトが１５０％になったエクスポージ

ャーのことです。 

 

 

 

÷８％ 

(単位：百万円) 



 

■金融再生法にもとづく開示債権 

１．金融再生法をベースとした債権額（令和３年９月末） 

 令和３年３月末 令和３年９月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ５３(0.05%) ５１(0.04%) 

危険債権 ２６８(0.25%) ２５９(0.24%) 

要管理債権 １７８(0.16%)  １７７(0.16%) 

小  計（金融再生法開示債権額） ５０１(0.47%) ４８９(0.46%) 

正常債権 １０５，２７３(99.52%) １０５，５４５(99.53%) 

合  計（総与信額） １０５，７７４(100.00%) １０６，０３４(100.00%) 

【解説】金融再生法開示債権額は、前期末（令和３年３月末）と比べ１１百万円減少し、総与信額も増

加したため、総与信額に対する割合は前期末より０．０１％低い、０.４６％となりました。 

 

（注）令和３年９月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則第 4 条」に規定する各債権のカテゴリーによ

り分類し、以下の簡便な方法により算出しております。従って、令和３年３月末の計数とは算出方法が異なるため、計数は連続して

おりません。 

＜令和３年９月末の算出方法＞ 

①債務者区分については、原則として令和３年３月末時点における自己査定による債務者区分を基準とし、4 月 1 日から 9 月末

までに倒産、不渡り等の客観的な事実による債務者区分の変更等があった債務者については、当金庫の定める基準に基づ

く債務者区分見直し後の債務者区分になっております。 

②「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先及び実質破綻先に該当する債務者に対する

債権の合計額です。 

③「危険債権」の金額は、債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合計額です。 

④「要管理債権」の金額は、債務者区分でいう要注意先に該当する債務者に対する債権のうち、貸出条件を緩和している債権

及び 3 ヵ月以上延滞している貸出債権の合計額です。 

⑤「正常債権」の金額は、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる

債権」「危険債権」「要管理債権」以外の債権の合計額です。 

 

■有価証券の状況 

１．売買目的有価証券               

該当する取引はございません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの     

該当する取引はございません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの                                    

３年９月末 種  類 

貸借対照表 

計 上 額 

取得原価 差  額 

 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えるも

の 

株式 － － － 

債券 ２６，５８０ ２６，３３８ ２４２ 

国債 １，３６３ １，３５７ ５ 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 ２５，２１７ ２４，９８１ ２３６ 

その他 ２，３１１ １，８９６ ４１４ 

小  計 ２８，８９２ ２８，２３５ ６５６ 

 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えない

もの 

株式 － － － 

債券 １１，４６９ １１，５２４ ▲５４ 

国債 ７０５ ７０９ ▲４ 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 １０，７６３ １０，８１４ ▲５０ 

その他 １１９ １３１ ▲１２ 

小  計 １１，５８８ １１，６５５ ▲６７ 

合  計 ４０，４８０ ３９，８９０ ５８９ 

(単位：百万円) 

(単位：百万円) 



【解説】債券を中心に安全な運用を行なっております。 

 

４．時価のない有価証券の主な内容 

区            分 貸借対照表計上額 

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式  ― 

非上場株式  ８ 

私募不動産投資信託等           １，７１８ 

合  計 １，７２７ 

（注）１．有価証券の時価は、令和３年９月末日の市場価格などに基づき算出されたものです。 

２．「子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの」については、該当ございません。 

 

■金銭の信託の時価情報     該当する取引はございません。 

 

■デリバティブ取引の時価情報  該当する取引はございません。 

 

    

■地域密着型金融・金融仲介機能の取組み 

平成２８年９月に金融庁から、「金融仲介機能のベンチマーク」が公表されました。 

当金庫では「金融仲介機能のベンチマーク」を活用し、地域への金融仲介機能の強化を図るため、

以下の独自ベンチマークを策定いたしました。 

今後も、今まで以上に地域密着型金融・金融仲介機能の取組みを推進してまいります。 

目黒信用金庫のベンチマーク 内容のご説明 令和３年３月実績 

営業店半径５００ｍ以内の預

金・融資残高の割合 

預金残高全体に占める割合   ５９％ 

融資残高全体に占める割合   ５４％ 

定期積金が預金全体に占める

割合 

契約額が預金残高全体に占める割合 ２５．６％ 

残高が預金残高全体に占める割合 １１．４％ 

得意先係（渉外）が占める割合 得意先係（渉外）が職員全体の人数に占める割合 ２５．０％ 

 

 

※本資料に掲載している計数は、単位未満を切り捨てて表示しております。 

※なお、本資料に掲載している計数につきましては、仮決算に基づくもので正式な決算によるものでは

ございません。 

 

 

 

 

 

 

  

               

令和３年１１月発行 お問合せ先：目黒信用金庫・総合企画部 

                 ０３（３７１９）０１１６ 

(単位：百万円) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本   部  目黒区中目黒３－１－３０  代表（３７１９）０１１６ 

本   店  目黒区中目黒３－１－３０  代表（３７１９）０１１１ 

（東京共済病院出張所）        目黒区中目黒２－３－８     

（目黒区役所出張所）         目黒区上目黒２－１９－１５    

上目黒支店  目黒区上目黒２－４９－１７ 代表（５７０４）４１４１ 

三 谷 支 店  目黒区鷹番３－１０－８   代表（３７１１）５２２１ 

中 町 支 店  目黒区中町２－３０－１１  代表（３７１１）４１４１ 

洗 足 支 店  目黒区洗足２－２６－５   代表（３７８３）５６５１ 

西小山支店  品川区小山６－２１－１８  代表（３７８７）５４１１ 

不動前支店  品川区小山台１－１１－１６ 代表（３７９２）６５３１ 

二 葉 支 店  品川区二葉３－２－１２   代表（３７８５）７８１１ 

荏 原 支 店  品川区中延２－９－９    代表（３７８３）４２１１ 

鵜の木支店  大田区鵜の木２－２－１２  代表（３７５９）５６８１ 

梅 丘 支 店  世田谷区梅丘１－２６－９  代表（３４２９）８２０１ 




